
様式第７号の２（第18条第６項関係）

都道府県

自　　　年　　月　　日

至　　　年　　月　　日　　　　年　　月

自　　　年　　月　　日　　

至　　　年　　月　　日　　　　年　　月

自　　　年　　月　　日　　

至　　　年　　月　　日　　　　年　　月

自　　　年　　月　　日　　

至　　　年　　月　　日　　　　年　　月

自　　　年　　月　　日

至　　　年　　月　　日　　　　年　　月

電話番号（　　　－　　　－　　　）

上記の者は、本施設において、上記のとおり実務経験を有する者であることを証明する。

　　　　　年　　　月　　　日

施　設　名

証　明　者　　　　　　　　　　　　　　　印

　注意事項
　１　特例の対象として認められる勤務期間等（３年かつ4320時間以上）について、複数の施設における勤務期間等を

　　合算する場合は、それぞれの施設ごとに実務証明書が必要であること。

　２　勤務期間について、休職期間については在職年数として認められない。

　３　施設名について、認定こども園の場合は、構成するそれぞれの施設の名称についてすべて記入すること。

　４　認可等年月日について、認可外保育施設の場合は、設立年月日を記入すること。

　５　記入にあたっては、本人は記入せず必ず証明者が記入すること。

勤務しな
か っ た
期　　間

勤務しなかった年数　　　　　　年　　　　月（b）

期　　　　   間 事　　   由

　　　　　     年　　　月　　　日

良好な成績
で勤務した
期　間　等

施設の概要
認可等
年月日

施設名

所在地

勤  務  期  間 実  労  働  時  間

　　　　　　　　　　     時間年　　　月（a）－（b）

職務の内容

実務に関する証明書（法附則第18項適用）

現住所

本　籍

氏　名

職　名

期　　　　間

在
 
職
 
期
 
間

在　　職　　年　　数　　　　　　年　　　　月（a）

職名


